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要　旨

　「保育の質」という言葉は、2008年度告示の「保育所保育指針」において初めて公的に用いられ、

それ以降、保育の質の向上を掲げた研究や実践が活発になった。また、保育の質を評価する仕組み

も構築が進んだ。その一つが福祉サービス第三者評価事業である。本研究は、岐阜県内の保育所に

おける第三者評価事業を取りあげ、受審した保育所側に焦点を当て、受審時に生じる課題を明らか

にして今後の第三者評価のあり方を検討するものである。調査結果からは(1)受審のための事前準

備、特に提出書類が煩雑であること、(2)民間園に対しては受審のための費用対策がないこと、(3)

評価項目等で使用する用語を保育所保育に馴染む文言に改善すべきこと等、どちらかと言えば、ハー

ド面への要望が強かったものの、第三者評価の受審自体は自らの保育を見直す良い機会となったこ

とが分かった。

Ⅰ．問題の所在

　現在、保育所は全国でおよそ2200カ所あり約218万人の乳幼児が在籍している。小学校入学前の

子どもの約33％が日中の大半を保育所で過ごしていることになる。その子どもたちにとって保育所

はかけがえのない生活の場である。子どもたちが日々の生活をとおしてその心身を発達させていく

ために、保育所は保育の質を絶えず見直し、その向上に努めなければならない。

　ところで、この「保育の質」という言葉は、2008年告示の「保育所保育指針」において初めて公

的に用いられ、その後、保育関係者に急速に広まった。一例を挙げると、社会福祉法人全国社会福

祉協議会・全国保育協議会は2009年11月に「保育の質に関する全保協の意見」と題して質の向上の

ための要件を提言した。それまでは一部の研究者や実践者を除いては意図的に用いられることはな

く、言葉としては漠然と受容されていた保育の質にして注目が高まったのである。

　その一方で、保育の質の評価の一端を担うものとして福祉サービス第三者評価事業が展開されて

いる。外的な基準に基づく従来の行政監査に対し、保育実践の過程そのものを見ようとするのが第

三者評価事業である。

　しかしながら、本事業の展開は必ずしも順調ではなく、むしろ停滞気味でさえある。ただし、東

京都や京都府は例外で、東京都は2007年度から民間施設に年間60万円上限の補助金を支払うことで
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実質的に義務化となった。京都府は民間主導の推進組織があり受審料が安価であることが背景にある。

　一方、同じ児童福祉分野でも、乳児院や児童養護施設等いわゆる社会的養護を担う施設は2012年

度から第三者評価の受審が義務となった。いずれ保育所の第三者評価の義務化も検討されるだろう

が、その前に揺籃期ともいえる保育所の第三者評価事業について、現状と課題を整理しておくこと

が必要である。

　第三者評価事業の実状については、全国社会福祉協議会(2012)や第三者評価事業の草分け的存在

であるＮＰＯ法人メイアイヘルプユーの全国調査（2013）がある。しかし、これらの調査は高齢者

分野、障がい者分野、児童分野の全施設対象であり、保育所の特性すなわち保護者の利用選択制を

基本としていること、日中の生活の場であること、児童福祉施設の中では最多であり「養護と教育

を一体的に行う」施設であること等を踏まえた調査にはなっていない。子どもと子育て中の若い親

にとって最も身近な施設である保育所の調査は急務であろう。

　本研究は、上記のような状況を踏まえ、すでに受審した保育所が第三者評価をどのように捉えて

いるのかを把握し、課題と今後のあり方について検討することを目的としている。

　保育所における第三者評価事業に関して、根拠となる法令は2000年６月施行の社会福祉法第78条

であり、具体的にはそこで謳われた「福祉サービスの質の向上のための措置等」である。その後、

児童福祉分野においても担当局から具体的な実施に向けての通知が出されている。

　まず、「児童福祉施設における福祉サービスの第三者評価事業の指針について（通知）」（2002年

４月22日雇児発第0422001号　児童家庭局長）によって保育所を含む児童福祉施設の第三者評価ガ

イドラインが示された。同通知では第三者評価事業の定義を「事業者の提供するサービスの質を当

事者（事業者及び利用者）以外の公正・中立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価す

る事業」とし、その目的を「①個々の事業者が事業経営における具体的な問題点を把握し、サービ

スの質の向上に係る取り組みを促進する。②利用者が福祉サービスの内容を充分に把握できるよう

にする。」としている。その後、全国の都道府県において福祉サービス第三者評価事業の推進組織

が設置され、高齢者福祉施設、児童福祉施設、障害者福祉施設の運営主体が同評価事業を受審する

ことを牽引してきた。

　国は上記のガイドラインの検討を重ね、2004年５月と８月にすべての福祉サービスに共通する福

祉サービス第三者評価事業の基本的事項について規定した二つの基本通知を都道府県に対して発出

した。前者が「福祉サービス第三者評価事業に関する指針について」（雇児発・第0507001号）であ

り、同通知で「組織運営」に関する評価項目を増加した。後者は「福祉サービス第三者評価基準ガ

イドラインにおける各評価項目の判断基準に関するガイドラインについて」（雇児総第0824001号）

であり、同通知では各評価項目の判断基準等について規定した。これに基づき、2005年５月に保育

所版の「福祉サービス第三者評価基準ガイドラインにおける各評価項目の判断基準に関するガイド

ライン」及び「福祉サービス内容評価基準ガイドライン等について」（雇児発0526001号）を通知し

て、評価項目・判断基準の文言を保育所向けに置き換えを図った。この前後に児童入所施設版（児

童養護施設、乳児院等）（2005年）、児童館版（2006年）、児童自立支援施設版及び情緒障害児短期

治療施設版も発出されている。直近の修正は、保育所保育指針の内容に対応した2011年３月になさ

れた（雇児発0330第１号）。

　以上が国の取り組みの経緯であるが、前述したように保育所における第三者評価事業の浸透は

遅々としている。その理由を元全国保育士養成協議会会長の石井哲夫の言葉を借りて説明する。本

協議会は、かって国の委託を受けて評価基準の原案を作成している。しかし石井によれば、①保育
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所保育士としてのアイデンティティをもって築き上げてきた保育所保育を短時間で第三者が評価す

ることへの反発があったこと、②多数を占める民間保育所の運営的視点が十分見てとれないまま初

期の第三者評価保育所版が出てしまったこと等が、本事業の浸透を遅らせた理由である。

　次に、岐阜県の取り組みを紹介しておきたい。

　岐阜県では、2004年に国が示したガイドラインをもとにして、県福祉サービス第三者評価推進会

議（2013年度からは推進審議会）を設置し、翌2005年から本格的な第三者評価事業を開始している。

ちなみに、推進会議の設置は全国で４番目という早さであった。推進会議の主な活動は①第三者評

価機関の認証、②評価基準・手法の策定、③評価調査者養成研修の実施、④評価結果の公表、⑤評

価事業の情報公開・苦情対応、である。①に関していえば、県内の認証機関は現在６機関である。

②に関しては、2011年改正の岐阜県保育所版評価基準において共通評価項目専門項目53項目、専門

分野項目28項目（岐阜県独自項目4項目を含む）となっている。項目数の多寡からいえば、他の児

童福祉施設や高齢者、障害者・児分野と比較しても特段の開きはない。③に関していえば、５日間

の評価調査者養成研修（保育所での演習１日を含む）、２日間の継続研修（同前）及び１日のリーダー

研修の３種類の研修を展開している。

　以上のように、岐阜県は他県と比較しても遜色のない取り組みをしてきたのであるが、保育所に

おける第三者評価事業の展開が遅々とした状況であることは否めない。岐阜県の問題点を明らかに

することが本研究の課題であるが、それは他の地方都市にも通底する課題であり、さらには福祉サー

ビスの第三者評価事業制度そのものの問題点の一端を明らかにすることでもあると考える。そのた

めの一歩として、前述したように本研究では受審者側に焦点を当て、受審に際して経験した課題を

明確にして検討することを目的としている。

Ⅱ．研究の方法

　岐阜県の認可保育所数は425園（2012年４月１日現在）で、そのうち第三者評価を受審したのは

わずか39園に過ぎない（2013年５月現在）。このように調査対象が少数でも有効な研究方法がデル

ファイ法である。デルファイ法は、新しい事態や社会の中でまだ定着していないシステムに対応し

ていくときの研究方法である。将来的な予測や要望、改善策を仮説生成的に検討していくうえで効

果があるとされている。また、デルファイ法は量的・質的双方の視点を取り入れて意見を収斂して

いく方法でもある。本研究はこの方法を取り入れた。まず、対象となる保育所に質問紙調査を行い

全般的な傾向を数量上で把握した。次に、その結果を回答施設に戻し、再び意見聴取してまとめて

いくという方法を採った。具体的には次のような手順で行った。

１．調査対象施設

　2010年度、2011年度、2012年度の３年間に岐阜県が認証した第三者評価機関によって受審した保

育所（園）25施設を調査対象とした。過去に受審した保育所全てを対象としなかったのは、３年以

上遡ると受審時の正確な状況が伝わりにくくなったり、第三者評価の主たる責任者である園長の異

動が多くなる等の理由による。

２．調査方法

（１）質問紙調査

　本研究の質問内容は、1．回答者のプロフィール、2．第三者評価の受審に関する質問、3．第三

者評価に関する自由記述、から成っている。このうち2．については前出の全国社会福祉協議会が行っ
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た全国調査を参照にして筆者が保育所向けに修正した。

　　質問紙配布期間：2013年５月中旬

　　質 問 紙 回 収：2013年６月末日

　　配布・回収方法：郵送

　　回　　収　　数：23件（回収率92.0％）

　なお、公立保育所に対しては４市の担当部署に許可を取り、そのうち３市では担当部署から配布

していただいた。民間保育園に対しては郵送で直接依頼した。
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（２）ヒアリング調査

　質問紙調査の結果を整理した後、受審施設の中から任意に３施設を抽出してヒアリングを行った。

ヒアリングの内容は①質問紙調査の内容をより詳細に聞くこと、②質問紙調査の結果を伝え、それ

について意見を聞くこと、③これから受審する保育所に対する助言の３点である。
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Ⅲ．結果及び考察

１．対象施設のプロフィール（表１参照）

　回答者が所属する施設は、公立保育所が11園、

民間保育園が12園でほぼ半数ずつであった。施設

の規模を示す職員数を見ると、10人～ 14人が２

施設、15人～ 20人が３施設、21人～ 24人が4施設、

25人～ 29人が５施設、30人から34人が4施設、35

人から40人が３施設、41人以上が１施設、不明が

１施設であった。回答を記述した人の職位は、園

長・所長が15人と最も多く、次いで、主任保育

士が４人、理事長が２人、副園長並びに市担当課

職員がそれぞれ１人であった。回答施設の受審年

は、2010年度が５施設、2011年度が11施設、そし

て2012年度が７施設であった。

２．第三者評価の受審に関する質問

（１）第三者評価を受審した理由(図１参照)

　「保育の質の向上」以外で受審の理由として最

も多かったのは、市町の依頼（86.9％）、次いで

第三者評価の必要性を認めたから（43.5％）、法

人本部の決定（21.7％）となっている。この結

果によれば、現段階で第三者評価の受審は実質的

に市町が牽引しており、保育所側、特に保育実践

者からの自主的な取り組みとは言い難いことが分

る。

（２�）第三者評価機関を選定する際に役に立った

情報(図２参照)

　最も多かったのは、岐阜県の「第三者評価推

進組織からの情報（39.1％）」並びに「第三者評

価機関の説明（34.8％）」、次いで「他園の情報

（30.4％）」であった。受審した他園からの情報は

具体的実際的で参考になったようである。

　回答結果からはWAMNETのような福祉・医

療に関するポータルサイトが活用されていないこ

とが分かった。WAMNETは、福祉・医療分野

において第三者評価を受審した施設の評価結果を

公表することで知られている。質問紙調査の対象

園においては、WAMNETへの直接的な検索が

やなかったということになるが、しかし、後述

のヒアリングでは、少なくとも面談した園長たち
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はインターネットを十全に活用していたこと明らかになったので、WAMNETは保育関係者に知

名度が低いのかとも考えられる。「その他」の自由記述では「市が選定した評価機関であったため、

前年度、受審した園から情報を得た」「面談（による情報）」といった記述が６件あり、きめ細かな

情報を直接的・対面的な方法で入手できることを期待していることが窺える。

（３�）第三者評価機関を選定する際に不足していた情報(図３参照)

　最も多かったのは、「評価の方法やプロセスに

関する情報（52.2％）」であった。次いで、「評価

機関の実績（13.0％）」、「調査機関に関する情報

(同)」「費用（同）」であった。これを見ると、評

価の具体的な手順について評価機関側はパンフ

レットや説明文の語句を見直す、視覚化する等、

情報提供の在り方に一層の工夫を凝らす必要があ

ることが分かる。あるいは、説明のためのコミュ

ニケーション技能を磨いておくことも必要であ

る。

（４）第三者評価機関を実際に選定した理由

� （図４参照）

　最も多かったのは、「当該機関の実績（43.5％）」

であった。受審施設としては、自分たちの保育実

践を評価する評価機関の力量を知りたいところで

あろう。次いで「適切な評価への期待（30.4％）」

「他機関より安価（21.7％））であった。「その他」

の自由記述には「保育所の実績が多い」「評価機

関として適切である」等の記入が5件あった。前

出の（２）（３）とも通底するが、評価機関側の

情報提供の在り方が鍵となっている。

（５）受審決定後の負担感(図５参照)

　受審することが決定した後、保育所は受審に

向けた準備を開始しなければならない。その準

備の中で何に負担を感じたかというのがこの問

いである。最も多かったのが「提出書類の準備

（60.9％）」、次いで「未実施だったマニュアルの

作成（21.5％）」「職員の理解（17.4％）」、「自己

評価の実施（17.4％）」と続いた。

　まず、最も多かった「提出書類の準備」である

が、ここでいう書類とは具体的には①自己評価結

果、②園のパンフレット、③直近の広報誌、④事

業計画、⑤事業報告、⑥収支予算書、⑦重要事項

説明書、⑧契約書、⑨組織表等、である。具体的には保育所の保育課程や指導計画等である。これ

ら以外に訪問調査当日には①個別記録②ボランティア受け入れに関する書類③接遇に関する書類④
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拘束・虐待に関するもの⑤プライバシー保護に関するもの⑥安全管理に関するもの⑦意見箱・提案

箱に関するもの⑧サービスの標準的な手順、留意点に関するもの⑨相談に関するもの、がある。こ

れだけの書類の作成・管理・恒常的な見直しに係る労力が甚大であることは容易に察せられる。し

かも、この作業を日常の保育と並行して行わなければならない。一つの園だけでは作成困難な書類

もあり、県・評価機関・法人による何らかのサポート体制の確立が必要である。

　次に「職員の理解」であるが、第三者評価の訪問調査の際には、乳児保育担当者や調理員へのヒ

アリング、保育の参観、園務分掌担当者への確認等職員全員が何らかのかたちで関わることになる。

そのため職員への周知や共通理解を図っていかなければならないが、職務の過密化、職員の力量、

職員が抱える第三者評価制度への嫌悪感・批判意識、さらには園長（施設長）自身の理解力・説明

能力等の課題がある。これらの課題を調整するために発生する負担感であると推測できる。

　次に「自己評価の実施」であるが、ここでいう自己評価は第三者評価の評価項目や評価基準に沿っ

て実施するものであるため、まず各項目の意味や用語を十全に理解しておかなければならない。そ

の中には、従来の保育所運営からすれば馴染みのない項目や当該保育所やその地域の実態にそぐわ

ない項目も含まれる。その場合の対処法を県側が十分説明しているとは言い難い。今後対応すべき

課題である。

　そして「未実施だったマニュアルの作成」であるが、保育における様々な場面でのマニュアルの

作成は、これまで保育所内部で実施してきたが明確に意識してはいなかったことあるいは意識して

いても明文化はしていなかったこと、あるいは実施も明文化もしてこなかったことへの対応を意味

している。そのため、それまでの園運営で不足していたことへの気づきをもたらすが、それらを意

識に上らせ文章化するという作業が生じ、それに対して負担を感じるのであろう。保育の方法は多

様であるから、園によっては、実施はしているが必ずしも評価項目が求めるような形ではなかった

という場合も考えられる。「未実施」をどう捉えるのか今後検討すべきところである。

　要約すると、上掲の負担感の諸要因にはいずれも書類の作成と職員の理解が付随している。従っ

て、この２点が第三者評価受審の主たる負担感であると捉えなおすこともできる。

　「その他」に、園の増改築の時期と重なり困惑したという記述が２件あった。なぜ園にとって物的・

精神的な負担を伴うこうした時期を避けることができなかったのか疑問を感じる。

（６）受審決定後の積極的な取り組み(図６参照)

　最も多かったのが「職員の協力・協働（52.2％）」

であった。次いで、「自己評価の実施（34.8％）」

「事前に提出する書類の準備（26.1％）」であった。

これらは、前出の「受審決定後の負担感」とも共

通する項目であるが、実際に取り組んだ結果とし

ては「職員間の協力」が最多となった。これは、

第三者評価の受審が園全体の取り組みであり、職

員間の協働がいかに重要であるかを示している。

（７）第三者評価に期待したこと(図７参照)

　保育に関して「不足していること」と「努力し

ていること」を比較してみると、前者は受審側

として全く意識に上っていないことを外部から指摘してもらえるばかりでなく、意識していても実

行に及んでいない事がらを指摘されることによって実行に向けて推進する契機となる。これに対し
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て後者は、自覚して取り組んでいることへの承認

や奨励を得て自園の保育に対する自信を深めるこ

とになる。回答によれば前者（73.9％）が後者

（30.4％）を大きく回る結果となった。この結果

から、保育所が受審をきっかけにして保育の改善

を確実に図ろうとしている様子が窺えた。ただ、

見方を変えると、前者からは調査者の指摘を待つ

という受動的な構えが窺える。これに対して後者

は、受審を能動的に活用し自園の取り組みに対し

て確信を得ようとする構えが窺える。

（８）保育の質の向上への効果(図８参照)

　最も多かったのが「大変役に立った」（47.9％）

という意見である。これと「役に立った」（43.5％）

を合計すると、約９割の回答者が第三者評価の効

果を認めていることになる。１件だけ、「あまり

役に立たなかった」とする回答があった。また、「そ

の他」で「役に立った部分もあるが、方法は他に

もある」という記述が１件あった。第三者評価は

あくまで保育の質の評価機能の一形態であるとい

う意見の表明であろう。

（９）どのような面での効果か(図９参照)

　次に、具体的な効果についてみると、最も多かっ

たのが「子どもの保育内容や環境」（56.5％）で

あり、「職員の連携や協働性」（39.1％）、「園の理

念や方針の見直し」（30.4％）と続いた。逆に、「保

護者とのコミュニケーション」（8.7％）や「地域

との連携」（8.7％）等、外部との関係を示す項目

では顕著な効果が見られなかった。「その他」でも、

「（職員間で）話し合いを多く持ち、共通理解を深

めることができた」「園の理念や方針にしても掲

げるだけでなく、職員会議での理解、周知が必要

だと再確認した」等、職員間の協力を強調する記

述が３件あった。この結果から、第三者評価受審

の効果が保護者や地域といった外部との連携にま

では及ぶことはなく、保育所内部の事がらに限定

される傾向があることが分かった。

（10）効果がなかった理由(図10参照)

　前出（８）で「あまり役に立たなかった」と回

答した園が、その理由として「調査者とのコミュ

ニケーション不足」と「園の準備不足や理解不足」
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を挙げていた。受審した保育所側と評価機関側（調

査者）の双方に課題があったことを示している。

（11）答えづらい評価項目・評価基準の有無

� (図11参照)

　答えづらい評価項目や評価基準はなかったとす

る回答が60.9％と過半数を超えたが、「あった」

という回答も39.1％見られた。

（12）答えづらかった点(図12参照)

　それではどのような点が答えづらかったのかと

いう問いに対して、「同じような質問項目がある」

（27.3％）、「評価の基準が分かりづらい」（17.4％）

「自園の実情とかけ離れている」「質問の意味が分

かりにくい」（各8.7％）であった。大別すると、

評価項目・基準の意味に関する点と実態に沿わな

い内容という２点が浮かび上がった。

　本調査では、「同じような質問項目」が具体的

に何を指すのかまでは明らかにできなかった。し

かし、一つ一つの項目に傾注し、その項目がある

大項目（大カテゴリー）の主旨を把握しないと項

目内容を混同する恐れはある。

　第三者評価の大カテゴリーはⅠからⅦ(Ⅶは岐

阜県の独自項目)で構成されており、それらが保

育所保育の全容を示す仕組みになっている。例え

ばⅠ「福祉サービスの基本方針と組織」は、保育

の方向性と実施のための推進力を、Ⅱ組織の運営

管理」は保育実践のための実施方法を、Ⅲ「適切

なサービスの実施」は保育実践のためのプロセス

を主たる評価内容としている。従って、同じよう

に「自己評価」について触れていても、Ⅱのカテ

ゴリーの中では計画的な研修として位置づけの確

認であり、Ⅳのカテゴリーの中ではいかに保育者

の資質の向上につなげているかを問うている。こ

の区別が明確でないと、「同じような質問項目」

が頻出しているという疑問が生じてしまう。こう

した混乱を少しでも緩和するために、評価機関と

保育所で学習会のような機会を持つことを奨励し

たい。

　他方、「自園の実情とかけ離れている」につい

て回答例を挙げると、「地域の高齢者との触れ合

いは個別には難しい。個別に招待して何回も行う
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ことは難しい」という記述があったが、これは「共通項目」の「Ⅱ－４　地域との交流と連携」の

中の「Ⅱ－４－（1）利用者と地域とのかかわりを大切にしている」が該当している。この項目は、

園児が地域の中で社会経験を積み地域の中で育つための取り組みの有無を問うた項目である。県の

評価基準では、積極的で定期的な取り組みであること等を評価のポイントとして示している。これ

に対して回答者は、高齢者と子どもの異世代間交流を取り上げ一保育所がこれを頻繁に行うことの

無理を訴えているのである。

　このように評価基準に対する適否を見直しつつ、受審前に評価機関と受審保育所が十全に共通理

解しておく体制が必要である。

（13）答えづらかった具体的な内容(図13参照)

　前出(11)で、答えづらい項目はなかったとする回答が60.9％であったのに対して、ここでは逆に

73.9％の回答者が答えづらかった回答を具体的に示している。

　最も多かったのが、「経営状況の把握」（39.1％）、次いで「事業計画の策定」（30.4％）「人材の確保・

育成」（14.7％）であった。これらの項目がいずれも社会福祉施設全体に課せられた「共通項目」（53

項目）にあることに注目したい。「経営状況の把握」や「人材の確保・育成」は「共通項目」の中

の「Ⅱ組織の運営管理」という大カテゴリーにある項目であり、「事業計画の策定」は「Ⅰ福祉サー

ビスの基本方針と組織」という大カテゴリーにある項目である。いずれも経営や事業展開に関する

項目であり、公立保育所の場合、一保育所単独では答えられない内容である。また、民間保育園に

おいては一法人一保育所のケースが多く、組織化の過程にある園や親族経営で組織化が進展しにく

い園もある。答えづらいというのも首肯できる。「共通項目」は福祉サービスを実施しているすべ

ての事業所に例外なく質の向上を要請するという目的で導入されたのであるが、現時点ではいささ

か混乱を招いているようである。共通項目の見直し、冒頭で示したような保育所保育の実態に見合

うように改善することが望まれる。

（14）保護者調査の実施方法（図14参照）

　岐阜県の「福祉サービス第三者評価事業実施要領（第６条）」では、評価機関に対して利用者本

人や保護者等の福祉サービスへの意向を把握するために保護者調査の実施義務を明記している。そ
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の方法としてヒアリングまたはアンケートを示して

いるが、具体的な方法は各評価機関に一任している。

　回答を見ると、最も多かったのが「保護者全員

に依頼」(26.2％ )、次いで「保育所が一定の数

をピックアップして（アンケートを）依頼した」「評

価機関に一任」（各（21.7％）であった。「その他」

として「行政が民営化6か月後に実施した」「保護

者代表と評価者が面談で行った」「第三者評価の

ためのアンケート等は行っていない」といった記

述が３件あった。

　保護者の意見はたとえ第三者評価でなくても保

育所にとって保育実践のための重要な資料であ

る。従って、第三者評価機関はこれを慎重に扱

う責任がある。まず、評価機関は岐阜県の指示

に従って保護者調査を必須としなければならな

い。次に、公平で偏りのない調査方法を選択し

受審保育所の理解を得ることに努めたい。また、

保護者のプライバシーに配慮しつつ調査結果を

評価全体にどのように反映するのかについても

明示しておく必要がある。

(15）保護者調査から分かったこと（図15参照）

　最も多かったのが「保護者は保育所をよく理

解している」(56.7％ )であり、次いで「保護

者との情報共有の方法を工夫する必要がある」

（21.7％）であった。この結果を見ると、回答者

の半数が保護者調査を好意的に受け止めている

ことが理解わかる。しかし、それは（14）で触れ

たように公平で偏りのない調査方法に基づいてい

るという前提の下でなければならない。一方、回

答者の2割強が第三者評価の受審を契機として保

護者との情報共有の在り方を見直している。「そ

の他」では、「さらに園としての努力の必要性を

感じた」という記述が１件あった。

(16）評価者の意見や態度に満足できるか(図16参照)

　最も多かったのは「満足している」（69.7％）

であるが、「どちらともいえない」（17．4％）や「不

満がある」（4.3％）とした回答もあった。「その他」

では、肯定的な意見として「園の実態を受け止め理解されたうえでの評価であった」という自由記

述が１件あった一方で、「評価者の一人が民営化して３年目という認識がなく質問が不適切であっ

た」という批判的な記述も１件あった。

田　中　まさ子22



（17）調査者に求めたいこと(図17参照)

　最も多かったのは「改善のヒントとなるアドバ

イス」（34.8％）であった。次いで「保育所の役

割への理解」（21.7％）、「職員の仕事への理解」「公

平性」（各13.0％）であった。

　「改善のヒントとなるアドバイス」が、どの程

度具体的で直接的なアドバイスを意味するのか本

調査では不明である。もともと第三者評価は受審

施設の主体性を尊重する立場に立ち、改善のため

の気づきを提供するが積極的なコンサルは行わな

いという原則がある。コンサルタントの機能及び

監査の機能は第三者評価の機能ではない。しかし

ながら受審施設としては、労力をかけて、しかも

有料で受審する以上は明確なアドバイスすなわち

コンサルを期待するケースもある。この点が常に

論点となっていることも否めない。

（18）第三者評価受審の義務化(図18参照)

　第三者評価の受審義務化に対して、賛成が

65.3％、反対が21.7％で、賛成とする回答が圧倒

的に多かった。賛成の理由として「公立保育所は

人事異動があるため、評価をきちんと受け、資質

向上を目指した方が良い」「今後の課題や改善点

を指摘されて良かった」「事故に対する危機管理

意識やマニュアルの見直し等、職員会議で周知改

善する機会となる」等、外部の第三者からの指摘

を期待する記述が７件あった。また、賛成ではあ

るもの、評価機関の責任の強化を希望する記述が

１件あった。

　他方、反対の理由として「義務化よりも（園の）

自主性を大切にしたい」という記述が２件あった。

他に「毎年、監査員による監査がある」「提出書

類等の負担が大きい」や「評価する側にバラツキ

がある」といった評価機関の質を疑問視する記述

が２件あった。

（19）次回の受審について(図19参照)

　次に受審するとしたらどのように対応するのか

という問いに対して、「手順が分かったので負担

感はない」とする回答が47.9％、「準備や保育の見直しはやはり負担に感じる」が39.2％で、「第三

者評価に期待していないので形式的に済ませる」という回答も4.3％あった。また、「その他」の中

に「一度目の反省を生かして受審」という記述が１件あった。
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（20）保育の質を評価する方法は何か（自由記述・表２参照））

　この問いに対しては、17件（77.3％）の回答者から記述をいただいた。表２に列挙している。

記述を通覧すると、保育の質は保育実践そのものに内在するという実践者の考えが伝わってくる。

それらを直視するところから評価が発生するのである。最初に子どもの姿や保育者の日々の取り組

みと自己評価がありきで、あらかじめ設定された評価項目と基準でもって、どこまで評価できるの

かを暗黙の裡に問うている。

３．第三者評価に関する自由記述（表３参照）

　第三者評価全般に関して、11件（50.0％）の回答者から自由記述をいただいた。表３にまとめて

ある。
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Ⅳ　ヒアリング（表４参照）

　次に、上記の質問紙調査結果をまとめ、ヒアリング対象者にそれを提示しながら意見を伺った。

ヒアリング場面では、質問紙調査の内容を①第三者評価の受審に関する意見（質問紙のⅡ－１～７

に該当）、②受審の効果に関する意見（質問紙のⅡ－８～ 10に該当）、③第三者評価のあり方に関

する意見及び受審する園への助言（質問紙のⅡ－11 ～ 20に該当）にまとめて意見徴収を行った。

ヒアリングの対象と実施日時及び内容は表4で報告している。

　まず、①について言えば、Ａ園は公立園として、Ｂ・Ｃ園は民営化園としていずれも市の指示に

従って受審している。前者は評価機関選定の余地がなく、後者２園は園が評価機関を選択できたも

のの、最適の時期に実施であったとは言い難い。また３園とも評価項目の多いことに疲労感を感じ

ている。また数ばかりでなく、保育にふさわしくない用語についても指摘があった。Ｃ園では、そ

うした未整理の状態を第三者評価制度が立ち上がったばかりの問題であるとみて、今後はシステム

として成熟していくことを期待している。

　②については３者とも受審の効果を認めている。Ａ園においては準備の過程でさまざまな見直し

ができたこと、見直しを通して職員の意思疎通が実現できたことを中心に受審の効果を示した。ま

た、Ｂ園においては独自な実践が調査者によって認められたこと、Ｃ園においては特に若い保育士

に自信と自覚をもたらしたことを上げている。そこに共通しているのは調査者と園のコミュニケー

ションである。調査者には保育者の実践を丁寧に聞き取り、今後の課題を保育者自らが語るのを引

き出す能力が求められる。園側には、自園の実践が共感を持って受け止められるよう伝える能力が

必要である。コミュニケーション力は第三者評価において双方に求められるものと言えよう。換言

すれば、コミュニケーションが成立したところに受審の効果があったのではないだろうか。

　③については評価項目で使用される文言及び評価基準が分かりにくいという点では３園とも共通

しており、質問紙調査結果を裏付けた。しかしながら、項目数が整理され適切な用語が使用された

としてもより基本的な課題は残る。それはＢ園の「私たちは項目のために保育しているのではない」

という言葉に窺える課題である。独自な保育を実践してきた民間園Ｂ園においては、第三者評価に

よって保育の質が上がるのではなく、保育の均質化を招き、保育が一定の方向へ一斉に向かってい

く恐れを指摘している。この点は、Ｂ園だけでなく公立園のＡ園においても同様で、同じ公立でも

園や地域の特性があること強調していた。つまり、評価項目の表面的な適用では園の実態が見えて

こないという指摘である。あらかじめ規定された項目だけで保育を捉えようとするのは、複雑で多

様な保育を計測可能な均質的な保育に傾かせる恐れが生じる。だからこそ、３園とも前出のように

受審時のコミュニケーションを重視し、またＡ、Ｂの２園は、保育の質を向上させる手立てとして

エピソード記録による保育者自身の成長を重視している。第三者評価は、それ自体は効果があった

にせよ、評価の方途の一つに過ぎないという見方がヒアリングで示された。今後の課題の一つとし

て、Ｂ園は受審料について述べている。財政的に厳しい状況にある保育所にとって大きな課題であ

る。公立では財政的な措置がなされているが、民間園にはそれがない。受審料の問題を解決しない

限り第三者評価の進展は困難であろう。
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Ⅴ　結論

　前述したように、福祉サービス第三者評価事業は開始から10年になろうとしているが、受審保育

所数はまだ少なく、受審の成果を検証する研究も見られない。本研究は、受審者側の効果や変容を

質問紙調査を通して分析したに過ぎない。これは第三者評価事業研究の一端であり、本事業のシス

テムを的に検証していくためには、①評価機関及び評価調査者の資質に関する研究、②各都道府県

設置の推進組織の活動に関する研究、③評価基準や評価項目の妥当性に関する研究、④受審した施

設（本研究では保育所）の効果や変容に関する研究、⑤未受審の施設の第三者評価に関する意識調

査、⑥上記の１から５をまとめた第三者評価に関する総合的な研究等、多様な側面のアプローチが

必要である。そして、それらと連動して保育の質とその評価を問う研究がある。

　このような状況であるが、本研究で得た結論を次に示しておきたい。

１�．第三者評価の受審は、現状では市町担当課の指導の下で行われており、保育所側からの自発的

な受審にはなっていない。

２�．受審に当たっては、膨大な資料を作成しなければならない。これが受審保育所の負担となって

いる。今後は評価項目・基準を精選する必要がある。また、数量的な精選だけでなく、用語を平

易に変えていく必要がある。さらに、用語は一定の保育観を表現するものであるから、特定の保

育を偏重し保育を均質化するような用語の使用は避けるべきである。

３�．受審自体は、保育の質の向上に一定の役割を果たしている。特に、子どもの保育内容や環境、

園の理念の見直し、職員間の連携や協働においてその効果が見られた。その一方で、保護者との

コミュニケーションや地域との連携といった対外的な側面での効果は顕著に現れなかった。

４�．受審保育所の実践を適切に理解するためには、コミュニケーションが求められる。これは調査

者と園側双方に求められるものである。

５�．第三者評価は保育の質を評価する手立ての一つに過ぎない。エピソード記録を活用するなど保

育者自身が自らの成長を実感することが保育の質の評価に繋がる。
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